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研究成果の概要（和文）：本研究では，グループホームで暮らす内科的管理を要する高齢精神障害者のセルフケ
ア機能に係る支援課題と促進因子の抽出，ならびに評価尺度の開発を行った。その結果，①セルフケア機能の促
進には，加齢により減退する社会関係と社会的機能を補償する支援が有効であること，②当事者と支援者の相互
的支援関係がその基盤として不可欠なこと，③精神疾患以外の疾患に係るセルフケアについては手厚い支援を要
すること，④当事者の社会的機能と社会関係がセルフケア機能の促進に寄与することなどを捉えた。さらに，セ
ルフケアの支援課題に係る「セルフケア機能評価支援尺度」を試案したが，信頼性，妥当性の十分な検証には至
らなかった。

研究成果の概要（英文）：This research looks into issues associated with self-care and factors that 
promote self-care in elderly persons with medical disorders and mental disabilities living in group 
homes. We also developed methods to evaluate the effects of self-care.
As a result of the qualitative research, we found two factors that promote self-care: 1) support 
that supplements social relationships and social functioning, which decrease with age, and 2) and 
the inter relative support between those providing support and those receiving it. From the 
statistical research, we found two things: 1) those with ailments other than psychological issues 
require thorough support, and 2) social relationships and social functioning contribute to the 
promotion of self-care functionality. Further, we proposed an assistant tool for the performance 
assessment of self-care of elderly persons with medical disorders and mental disabilities, but were 
unable to obtain data sufficient to prove its reliability and suitability.

研究分野：社会福祉学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，わが国において増加傾向にある内科的管理を要する高齢精神障害者のセルフケアに係る支援課題とそ
の促進要因を社会福祉学の視座より明らかにした点に社会的意義がある。セルフケアの課題に係る研究の多く
は，患者の疾病管理能力の向上にアウトカムを求めてきた。他方，本研究は，当事者を患者ではなく，生活者と
してとらえ，当事者自身が支援を得ながらも，日常的な生活スケジュール，及びそれを構成するライフスタイル
にセルフケア機能を統合することをアウトカムに据えたことにより，セルフケアに係る新たな仮説的理論の生成
に至った。さらに，統計的にその仮説が一定証明されたことは，学術的なインパクトを与えるものと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究の着想は、内科的管理を要する高齢精神障害者に係る、以下の 2点の問題に依拠する。 
(1) GH に入居し、内科的管理を要する高齢精神障害者の増加、及び障害者総合支援法に基づく
共同生活援助（グループホーム：以下、“GH”と省略）に係る支援者の多様化 
（マクロ･レベルの問題） 
わが国では、2004 年以降、精神保健福祉改革に向けた施策における居住支援策の柱として、 
GH の整備を推し進めている。とくに、障害者自立支援法の施行以降は、GH に係る設置基準の緩
和や設備費用の助成の影響から、GH の入居者数が毎年 800 人から 3,000 人程度の増加で推移し
ている（平成 25年国保連データ、旧「共同生活介護」を含む）。 
他方、日本グループホーム学会が実施した全国調査(2013)では、GH に入居する精神障害者の
うち、60歳以上の入居者が全体の 29.6％であり、3年間に約 17％増加していること、服薬管理
以外の内科的管理を要する入居者は約 4％であり、3 年間に 2.7％増加していること、を示して
いる 1)。このように、GH入居者の内科的管理を含むセルフケアのニーズが多様化する一方で、障
害者自立支援法の成立以降、GH 入居者の支援をマネジメントする支援者（相談支援専門員、サ
ービス管理責任者）は、専門職者でなくとも、一定の要件を満たしていれば業務に従事できるこ
とから、その専門性や技能が多様化している。その結果、支援に係る評価や計画質に格差が生じ
ている 2)、3)。 
 
(2) 社会的機能、及び居住環境の観点から、GH で生活する高齢精神障害者のセルフケア機能を
評価し、支援課題を抽出する指標、及びモデルがないこと（メゾ･レベル、ミクロ･レベルの問題） 
居宅にて生活を送る精神障害者のセルフケアに関する研究は、宇佐美ら(2001)、嶋澤(2006)、 
安藤(2010)など、精神看護学の領域で盛んに行われている 4)-6)。その多くは、オレム-アンダー
ウッド理論に基づく、「セルフケア行動」の評価と看護介入に関するものである。他方、
Kegeles(1966)は、人のセルフケア行動の決定要因として、社会的機能とそれに伴う役割意識を
挙げている 7)。また、宗像(1987)は、「生き甲斐」、「ソーシャルサポート･ネットワーク」な
ど、主観的、及び環境的な決定要因を挙げている 8)。しかし、先に挙げた精神看護学に基づく研
究では、精神障害者のセルフケアを社会的機能やソーシャルサポートの状況、あるいは環境との
関係や「生きがい」など、主観的側面と関連付けながら評価するモデルを提示していない。 
ところで、申請者が科研費によって実施した研究では、①GH における入居者間のセルフヘル
プが病気の再発リスクを軽減すること 9)、②GH 支援者の特性（経験年数、保健福祉領域に係る資
格の有無など）と入居者のセルフケア機能に統計的な関連性が認められたこと 10)、③GH 入居者
の「価値ある役割」（就労や創作活動など）を軸とした支援過程では、セルフケア機能が向上す
ること 11)、をとらえた。つまり、先述の Kegeles、宗像の先行研究と同様に、GH入居者のセルフ
ケア機能の影響因子として、社会的機能、及びソーシャルサポート･ネットワークの状況などの
環境因子が推定された。 
以上のことから、GHで生活する高齢精神障害者のセルフケア機能の評価には、疾病管理の観 
点からのセルフケア行動に係る課題にとどまらず、社会的機能(social functioning)、及び「環
境のなかの人」(person in environment：PIE)への注目という、ソーシャルワークの視座からの
アプローチが不可欠である。他方、GH 入居者の支援をマネジメントする支援者の専門性や技能
が多様化する状況では、支援に係る評価、及び支援計画の質を担保するために、また、そのこと
を多職種連携によって実行するためには、科学的根拠に基づく指標とそれを用いた評価モデル
が不可欠となる。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景を踏まえて本研究は、GH で暮らす内科的管理を要する高齢精神障害者（60 歳以上
の者）及びその準備期にある 50 歳以上の者（以下、「当事者」）と省略）が、自らの生活目標、
及びライフスタイルに、セルフケアに係る課題への取り組み（通院、服薬、栄養管理など）を位
置づけ、その課題に取り組む生活機能（セルフケア機能）を高めながら、「自分らしい暮らし」
を住み慣れた居宅（GH）で長く続けるために必要な支援について、当事者と支援組織がともに評
価するためのモデルを提示することをアウトカムに据え、その基礎研究として、以下の研究課題
を遂行することを目的とする。 
(1) 当事者のセルフケア機能に係る支援課題を抽出する。 
(2) 当事者のセルフケア機能を促進する因子を抽出する 
(3) 当事者と支援者がともにセルフケア機能を評価し、その評価に係る情報を当事者と支援者 
の間、及び多職種間で共有、蓄積するための指標及びツール（以下、「セルフケア機能評価支援
ツール」）を開発する。 
(4) セルフケア機能評価支援ツールの信頼性、妥当性を検証する。 
 
３．研究の方法 
(1) 質的研究による仮説的理論の生成 
当事者の「生活環境要素」、「社会的機能」、「ソーシャルサポート」と、セルフケア機能の関 



連を定性的にとらえるために、タイムスタディを含む質的研究を実施した。具体的には、研究対
象者と支援者の相互による支援過程の「振り返り」から、入居者のセルフケアを含む生活様式と
その形成に係る支援者による支援の過程を再構成した。研究の対象者は、３県３市４ヶ所の障害
福祉サービス事業所の利用者と支援者とした。利用者は、全て GH に入居しており、糖尿病、高
血圧など、日常的に内科的管理（服薬、通院など）を要する疾患と統合失調症を抱えていた。年
齢は、平均で 65.7（±9）歳であった。支援者は、全て精神保健福祉士の資格を有しており、精
神保健福祉分野での実務経験は、平均で 20.6（±10）年であった。実施期間は、平成 28年 8 月
から平成 30 年 3月までの間であり、半構造的な空間において、利用者と支援者が出会いから今
日（調査時点）までの生活と支援の経過について相互に振り返り、その語りを音声で記録した。
また、分析は、その音声記録の逐語データを使用し、内容･記述分析を実施した。具体的な手続
は、逐語データより「生活環境要素」、「社会的機能」、「ソーシャルサポート」、「セルフケア機能」、
「支援」に係るデータを抽出し、コーディングを行った。その上で、コード間の類似、共通性を
検討しつつ収束化を図り、一次カテゴリを生成した。さらに、一次カテゴリ間の類似、共通性を
検討し、二次カテゴリを生成した。くわえて、二次カテゴリ間の比較考察から三次カテゴリを生
成し、分析を収束した。その上で、カテゴリ間の比較考察から、ストーリーラインを生成し、内
科的管理を要する疾患をもつ高齢精神障害者のセルフケア機能の向上とそれを促す支援過程に
関する仮説的理論を構築した。 
なお、本研究では、セルフケアの定義について、国際生活機能分類（ICF）における、「健康に
注意すること」カテゴリの定義である、「身体的快適性や健康及び身体的･精神的な安寧を確保す
ること」を援用した。 
 
(2) 統計的研究による「セルフケア機能評価尺度」の開発 
質的調査研究の成果を踏まえて、統計的調査を実施した。具体的には、A県と B県に所在する
GH のうち、精神障害者を主たる対象とする事業所のサービス管理責任者を調査対象者とした。
その上で、当事者に係る、①セルフケア機能に関連した支援課題の把握、②支援方法の把握、③
当事者のセルフケア機能を促進する因子の抽出、④「セルフケア機能評価支援ツール」の骨格と
なる、「セルフケア機能評価尺度」の開発、という４点を目的とした郵送法による質問紙調査を
実施した。 
 
４．研究成果 
(1) 質的研究の成果 
上記３.(1)の方法によって、77のアイテム、26の 1次カテゴリ、11の２次カテゴリ、２つの
３次カテゴリを生成した。その上で、次のとおり、内科的管理を要する疾患をもつ高齢精神障害
者のセルフケア機能の向上とそれを促す支援過程に関する仮説的理論を生成した。 

 
内科的管理を要する疾患をもつ高齢精神障害者のセルフケア機能は、当事者と支援者の相互
的な支援関係を基盤に、加齢による健康と社会的機能の変化に対して、当事者が(1)「選択的最
適化のプロセス」によって促進される。また、そのプロセスは、(2)「最適なライフスタイルの形
成を促す支援」によって支えられる。 

 
① 選択的最適化のプロセス  
＊以下，【】は、３次カテゴリを構成する２次
カテゴリを示す。 
 内科的、精神科的持病の悪化やこれまで出来
ていたことが困難になるなど、【加齢による心
身の変化の認識】により、それまでの社会的役
割･機能及び社会関係の困難さや喪失など、【役
割と関係のゆらぎ】を経験する。この経験から、
【それまでの暮らし方の見直し】がなされ、【新
たな暮らし方の模索】が行われる。その模索に
おいて、新たな生きがい楽しみの発見】があり、
【今の暮らしの充実】が図られる。その結果、
【今の暮らしを維持するモチベーションの高
まり】が生じ、【加齢による心身の変化の認識】
が自律的になされるようになる。また、その認
識は、自らの心身と暮らし方にあった役割と関係の自律的な選択と変化を促し、セルフケアを含
む暮らしの見直しを発起し、新たな暮らし方を模索し、自分にあった生きがい、楽しみを続けな
がら、【今の暮らしの充実】を図り、その暮らしを維持するモチベーションへとつながる。この
循環的なプロセスが、「選択的最適化のプロセス」である（図 1）。 
 Baltes ら（1990）は、サクセスフル･エイジングに関する論考のなかで、加齢に伴い様々な資
源や社会関係が減退する状況において、体力や時間、資金、ソーシャルサポートなどの資源を自
分に合わせて選択し、最適化すること、またその過程において必要な支援を得ることが、老年期
の成長、発達の視点から良好な心理的状態であると述べている 12)。また、Underwood（1985）は、

(1)加齢による心身の
変化の認識

(2)役割と関係のゆらぎ

（3）それまでの
暮らし方の見直し

(4)新たな暮らし方
の模索

(5)新たな生きがい、
楽しみの発見

（6)今の暮らしの
充実

(7)今の暮らしを維持する
モチベーションの高まり

図１ 選択的最適化のプロセス 



普遍的セルフケア要素、すなわち個人が遂行すべきセルフケアの内容に、「個人の自律性や持続
的社会関係の発達に必要な質とバランスを保つこと」を掲げている 13)。このことから、選択的最
適化のプロセスは、社会関係及び社会的役割･機能が減退する状況においても、その変化に対応
して持続的に社会関係と社会的機能を発達させるための言わば探索行動の過程であり、当事者
のセルフケア機能の促進に不可欠な要素といえる。 
 
② 最適なライフスタイルの形成を促す支援過程 
 支援者が、【当事者、支援者間の支援関係】
に基づき、当事者の【加齢によるゆらぎに気
づく】。その変化に応じた、セルフケアを含む
社会的機能の【自律を促すかかわり】を継続
しながら、当事者との支援関係に拠って、【本
人にあった支援の按配の探索】を進める。そ
の過程では、支援者、当事者の双方が【互い
の都合に気づく】。さらに、【互いの都合に気
づく】ことで、当事者は、【それまでの暮らし
方の見直し】をはじめ、自分の心身の状況や
社会関係の変化に応じた、【新たな暮らし方
の模索】を進める。また、支援者は、その模
索を見守りつつ、支援の調整を行う。この当
事者、支援者による【暮らし方と支援の調整】
が、さらに相互の支援関係を醸成し、加齢によ
り生じる当事者の社会的役割･機能、社会関係
のゆらぎを支え、当事者の加齢による変化に応じた支援を調整し、当事者との支援関係が一層深
まる。この循環的な支援過程が、「最適なライフスタイルを促す支援過程」である。 
 松浦（2017）は、身体合併症のある高齢精神障害者に対する支援の困難性について、元々あっ
た精神疾患に加えて身体疾患の治療薬を服用することから、種類の増加や変更により本人の服
薬管理はもとより、支援者側の情報管理の困難さが生じることをと指摘している 14)。また、
Underwood（1985）は、セルフケアに係る支援の目標を「患者が日常生活を送るにあたって、セ
ルフケアを再び行なうことができるように、あるいはそれを達成し、維持する」こととしている
15) 。つまり、これらの先行研究は、セルフケア能力は一度獲得しても低下や揺らぎが生じると
いうこと、及び当事者の自律性を促す支援過程がセルフケアの促進には不可欠であるというこ
とを示唆している。他方、坪上（1988）は、社会福祉実践における援助関係論のなかで、援助者
が相手（被援助者）の知覚世界のゲシュタルトを介して自分のゲシュタルトを見直す姿勢が、被
援助者との信頼関係を生み、相手のエンパワメントとリカバリーを支えると論じている 16)。ま
た、石川（1997）は、社会福祉援助活動の基礎的構造に係る論考において、知識面では対応する
領域の専門情報を活用する専門職者の専門性が有意となるが、生活情報に関する経験的知識の
蓄積は当事者にあると述べている 17）。 
 これらの論から仮説的理論を概観すると、支援者は当事者の生活経験に基づく行動世界を介
して自らのゲシュタルトを見直し、当事者は支援者との支援関係の中で、自らの生活課題を認識
しつつ、選択的最適化を図ることが推察される。この相互的な関係が、当事者の「加齢によるゆ
らぎ」を支え、新たなセルフケアの課題に取り組む能力を促進するものと推察される。 
 
(2) 統計的研究の成果 
 
質問紙を２県の事業者連合団体の会員事業所 331 か所に郵送し、64事業所より 94 名分の入居
者に係る回答を得た（回収率:19.3％）。 調査の結果、まず、支援課題として、①精神科以外の
主治医に病状を伝えること、②精神科以外の医師に病状の説明を求めること、③体調不良時に通
院すること、という３点が抽出された。 
次に、セルフケアに係る支援方法について、「精神科への定期通院」、「精神科定期通院」、「抗
精神病薬の服薬」、「精神科以外での処方薬の服薬」、「食事管理」など、セルフケアに係る 13 項
目の課題に対して、「支援なし」、「見守り」、「同行」、「代行」という４つの典型的な支援方法を
選択肢として設定し、どの方法を用いているかを質問した。その上で、「支援なし」と「見守り」、
「同行」と「代行」の回答をそれぞれに統合し、２カテゴリとしたうえで、独立性の検定を行っ
た。その結果、「精神科への定期通院」と「精神科以外への定期通院」の間（χ2＝18.6、p<.01）、
「抗精神病薬の服薬管理」と「抗精神病薬以外の服薬管理」の間（χ2＝38.0、p<.001）、「精神科
での病状説明」と「精神科以外での病状説明」の間（χ2＝12.9、p<.01）に、それぞれ統計的な
有意差が見られた。つまり、当事者は、精神科に係るセルフケアについては、長年の経験によっ
て、その機能が維持されている反面、精神科以外の疾患に係るセルフケアについては、手厚い支
援を要することが、この結果より推察される。 
さらに、セルフケア機能を促進する因子の探索を行った。具体的には、セルフケアに係る 13
項目の課題に対する当事者の実行状況について、「４.支援なく一人でできる」から「１.全面的
な支援を要する」までの４件法によるリッカード尺度によって回答を求めた。次に、その結果を
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間の支援関係
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(3)自律を促す
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気づく

(6)暮らし方と支
援の調整

図２ 最適なライフスタイルを形成する促す  
支援過程 



ケースごとに合計し、合成変数である「セルフケア機能得点」を算出した。その上で、「セルフ
ケア機能得点」に影響を与える因子を探索した。その結果、「趣味活動の有無（ダミー変数）」（γ
＝0.52、p＝.00）、「就労（福祉的就労を含む）の機会の有無（ダミー変数）」（γ＝0.64、p＝.00）、
「ボランティアへの参加の有無（ダミー変数）」（γ＝0.46、p＝.00）、との間に中等度の正の相
関が見られた。また、「余暇活動への参加の有無（ダミー変数）」（γ＝0.32、p＝.03）との間に
弱い正の相関が見られた。さらに、「GH以外での仲間との関係の有無（ダミー変数）」（γ＝0.66、
p＝.00）、「友人との交流の有無（ダミー変数）」（γ＝0.44、p＝.0O）、「相談できる仲間の有無（ダ
ミー変数）」（γ＝0.50、p＝.00）との間に弱い正の相関が見られた。この結果から、社会的役割･
機能及び社会関係が、セルフケア機能を促進することが推察された。さらに、この結果は、先述
の仮説的理論における、当事者の社会的機能、社会関係とセルフケア機能との関連性を統計的に
裏付けるものといえる。 
くわえて、先述したセルフケアに係る 13 項目の支援課題に係る数量データを用いて因子分析
を実施した。その上で、８項目から構成される、当事者を対象とした「セルフケア機能評価支援
尺度（ver.1）」を作成した。尺度の内的 整合性を示す信頼性係数(アルファ）は、0.93 と十分な
値を得た。 しかしながら、コロナ禍の影響もあり、基準関連妥当性の検証など尺度の信頼性と
妥当性の検証するための統計的調査やフィールドワークの実施が現段階において不十分であり、
この点について引き続き統計的研究を進める必要がある。 
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